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研究成果の概要（和文）：研究協力自治体のA市において、保育要領や幼稚園教育要領に準拠し、保育士、幼稚
園教諭保健師、心理士等が発達状態を評価するシートを作成し、関係諸機関における共通認識を図り、各種事業
に応用した。　結果として関係諸機関が協力し合いつつ神経発達症やこども虐待による行動異常を予防できる体
制作りが完成した。　あわせて一次予防として、生活習慣を改善する各種の取り組みを行い、映像メディアの曝
露時間が２時間を超える比率が減少した。　
他の研究協力自治体でも同様の取り組みを行っているが映像メディアの問題による各種の行動異常が増加してお
り、さらなる研究が待たれる。

研究成果の概要（英文）：In a research-cooperating city A, the sheet for evaluating developmental 
status was created, in accordance with national curriculum standards for early childhood education 
and nursery care.  This sheet was shared by related organizations, including Education Support 
Comittiee, and applied to various projects.  Thus, we have established a system that can prevent 
behavioral abnormalities caused by neurodevelopmental disorders and child abuse while cooperating 
with related organizations in city A.  As primary prevention, various efforts were made to improve 
lifestyle habits, and then the proportion of children exposed to video media for more than 2 hours 
decreased.
Other research cooperating municipalities are also making similar efforts, but various behavioral 
abnormalities due to video media problems are increasing, and further research will be required.

研究分野：小児保健

キーワード： 切れ目のない支援　ペアレントトレーニング技法　乳幼児健康診査　５歳児相談事業　映像メディアの
問題　就学時健診

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
研究協力自治体のA市において、保育要領や幼稚園教育要領に準拠し、保育士、幼稚園教諭保健師、心理士等が
発達状態を評価するシートを作成し、関係諸機関における共通認識を図り、各種事業に応用した。　結果として
関係諸機関が協力し合いつつ神経発達症やこども虐待による行動異常を予防できる体制作りが完成した。　あわ
せて一次予防として、生活習慣を改善する各種の取り組みを行い、映像メディアの曝露時間が２時間を超える比
率が減少した。　
他の研究協力自治体でも同様の取り組みを行っているが映像メディアの問題による各種の行動異常が増加してお
り、さらなる研究が待たれる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

近年、行動異常がある子どもが著しく増加している（図１）。
教師の行動観察によるスクリーニングでは 10年間でほぼ 3倍
に増加している。しかしながら、発達障害の身体症状である微
細運動障害でスクリーニングされる子どもは増加していない。
このことは、通常学級における発達障害児の頻度が、2002 年
に 6.3%、2012 年に 6.5%（文部科学省）と変化がないことと
合致している。 
研究協力自治体にの妊娠届出表における調査から、妊娠を
「うれしい」ととらえる妊産婦が有意に減少し、「驚いた」「困
った」「不安になった」など、妊娠を喜べない妊産婦が 1/3 を
超えていた。年齢別では、25歳未満や 40歳以上では、妊娠を
喜べない妊産婦が半数を超えていた。このことは、子どもの行動異常の原因として不適切な子育
てによる行動異常が想定されることから、図１の結果を間接的に裏付ける結果であった。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は、これまでの研究成果であるペアレントトレーニング（PT）技法などを、妊
娠時の妊産婦支援に始まり、新生児訪問事業、乳幼児健康診査、そして就学時健診に関わる医療・
保健・教育・福祉に利用し、発達障害や愛着障害による行動異常の予防に対する有用性を検討す
ることである。 このためには、これまで作成してきた PT技法・ソーシャルスキルトレーニン
グ（SST）テキストを再構成したツールを開発する必要がある。 医療・保健・教育・福祉で連
携して利用可能な発達障害・不適切な子育てによる行動異常の早期発見・介入のシステム作りの
構築（図２）を試みる必要がある。このことは、健やか親子 21（二次）が提唱する「切れ目の
ない支援」の構築といえる。 

 
３．研究の方法 

1） 研究協力自治体において、乳幼児健康診査等の結果から後方視的に、睡眠習慣やメディアの
問題等、子どもの行動異常をもたらす要因について検討し、地域診断を行う。 

2） 地域診断の結果に基づき、問題解決に必要と知識の啓蒙に利用できる住民教育用パンフレ
ットを作成し、それを配布する。 これらのパンフレット作成には、これまでの研究成果で
ある PT技法や SST 技法の結果を活用する。 

3） 発達障害および不適切な子育てによる行動異常を早期発見し、早期介入するために、医療・
保健・教育・福祉で連携できるシステム作りを行う。 また、各分野で共通理解を得るため
のツールの作成を行い、相互理解を深める。 

4） 1)～3)によって、乳幼児健康診査や就学時健診において、何らかの改善効果が得られること
の確認を行う。 

 
４．研究成果 

 研究協力自治体ごとに、上記について説明する。 

A 市においては、研究開始当初に市内部での部局構成が変化したため、乳幼児健康診査の結
果を就学時健診に申し送るための WG検討が遅れたものの、その間に地域診断が進んだ。 日本
小児科医会、日本小児科学会は、２歳未満の乳幼児では映像メディアの視聴を控え、２歳以降
でも２時間を超えないように提言しているが、視聴時間２時間以上が増加し続け、平成 29年度
で 39.8％と半数に近いことがわかった。 平成 28年度から４か月から１歳半までの乳幼児健



康診査の待ち時間を使って、保護者に中川信子氏監修による DVD「ことばをはぐくむ語りかけ
育児」を保護者に視聴させ指導する介入を行ったところ、その効果が平成 30年度からあらわ
れ、視聴時間２時間以上は、平成 30年度で 20.1％と減少し、令和元年度 21.9％、令和２年度
20.8％と経過した。 令和３年度は 24.8％とコロナウィルス感染症に伴うステイホーム等の影
響で蛇管の上昇が見られたが、令和４年度速報値は減少傾向にあることがわかっている。 
 また、A市においては、保育所、幼稚園、小学校・教育委員会特別支援教育担当、乳幼児健
康診査担当保健師等によって、乳幼児健康診査、就学時健診に必要な事前情報を第三者の立場
から必要に応じて連絡しあう共通認識を得るための発達評価シート（呼称：天の童就学応援シ
ート）を作成する試みを行った。このシートでは、遠城寺式乳幼児分析的発達検査法などから
理解される個別の発達評価と、保育要領、幼稚園教育要領、幼保連携型認定子ども園教育・保
育要領に準拠した評価指標シートを作成した。この評価シートでは、子どもの運動、対人、基
本的習慣、言語能力ならびに、教育・保育要領の達成状況が年次毎に、幼稚園教諭、保育士、
保健師、心理士等が評価可能であり、心理士等による保育所・幼稚園巡回指導事業や教育支援
委員会における就学指導等に用いられるようになった。 子どもが持つ個々の能力と教育・保
育要領の達成状況とが比較できることから、後に述べるように、他の市町村でも採用されつつ
ある。 
 A 市においては、上記の発達評価シートを用いた５歳児相談事業が令和３年度から開始され
令和４年度から本格実施の運びとなった。 これをもって、神経発達症や環境要因による行動
異常に対して早期発見・早期介入してから小学校に入学する体制が整った。 
 このほか、A市においては１歳半および３歳半乳幼児健康診査において、ペアレントトレー
ニング技法を用いたパンフレット（図１）を用いた子育て支援を行い、その成果に関する研究
が現在進行中である。 この検討では１歳半および３歳半乳幼児健康診査において、パンフレ
ットを用いた指導を行い、この手法をどの程度活かせるようになったかを保護者によるアンケ
ート調査と５歳児相談事業・就学時健診で行動異常を示す子どもの割合の変化を調べており、
研究成果は令和６年度に判明する予定である。 本研究成果としてはこのパンフレットの作成
があげられる。 
 

図１ ペアレントトレーニング技法による子育て支援パンフレット（抜粋） 

 

 
 B 町においては、睡眠習慣や映像メディアの問題と行った生活習慣指導にかねてから取り組ん
でいたこともあって、A市のような問題点は認められなかった。 また、人口規模が小さいこと
から、幼保小連携についても大きな問題が認められず、A市における発達評価シートを新たに用
いる必要性が否定された。 よって、B町においては、図１に示したペアレントトレーニング手



法を用いた子育て支援パンフレットによる検討に参加していただいている。 

 C 町においては、睡眠習慣や映像メディアの問題による小中学校の不登校が急激に増加してい
ることから、A市におけて成果を上げた保護者に中川信子氏監修による DVD「ことばをはぐくむ
語りかけ育児」を保護者に視聴させ指導する介入を、令和２年度から開始している。 令和３年
度、４年度はコロナウィルス感染症によるスティホーム等の影響もあり、現時点では、効果が認
められているとはいえない状況が続いている。 また、A市における評価シートを導入し、年中
児相談事業として開始し、就学指導および教育支援委員会で活用を開始した。 幼稚園、保育所
等からは、子どもの行動異常について、保護者に対して、行政が働きかける仕組みができたとし
て、歓迎されている。 また後に述べるメディアの問題対策パンフレットの配布を開始したとこ
ろである。 

 D 市は本研究が開始してから協力市町村となった。 D 市は乳幼児健康診査における要フォロ
ーアップ率が 60％を超えるという情報から、実際に乳幼児健康診査を見学した。 要フォロー
アップ率が高い理由としては、１歳半健康診査においては、呼名に反応しない、共同注意がみら
れない、指さしに反応できない、有意語がないといったことがあげられた。 見学により、要フ
ォローアップ率が妥当であることを確認できたが、スマホに夢中で子どもの面倒を見ていない
保護者が大変多く、子どもが健診現場でさえ放置されているという健診風景に驚愕した。 よっ
て、A市で行っていた、中川信子氏監修による DVD「ことばをはぐくむ語りかけ育児」を保護者
に視聴させ指導する介入に加えて、下記のパンフレット（図２）を母子手帳配布時から、母親教
室、父親教室などの産婦人科、予防接種等で訪れる小児科でも配布する介入をスタートした。 
現時点では、１歳半健診における要フォローアップ率が上昇の一途をたどっていたのに対し、こ
こ２年は横ばい（おおよそ 55％）となったが減少はしていない。 
 
図２ 映像メディアの問題対策パンフレット 

 
 E 市も本研究が開始してから協力市町村となった。 人口規模は A市とほぼ同じであるが、小
中学校における不登校・不登校傾向の子どもが著しく多く、不登校率だけでみると文部科学省に
よる不登校調査全国１位の都道府県より高い。 乳幼児健康診査における要フォローアップ率
はおおむね 40％で周辺市町村より高めである。 E 市は小学校での不適応等も多いことから、A
市における神経発達症や環境要因による行動異常に対して早期発見・早期介入してから小学校
に入学する体制作りに興味を示し、A市における発達評価シートを用いた年中児相談事業を令和
４年度から開始し、令和５年度から本格実施の運びとなった。 加えて、A市教育委員会等を視
察し、それ仕組みを真似るための教育支援委員会の改革に着手し、令和５年度には文部科学省の
モデル事業「切れ目ない支援体制整備充実事業」に応募し、採択されている。 

 本研究は、A市で先行する形で一定の成果をみせているが、映像メディアの問題による行動異
常に対する一次予防策はまだまだ不十分であり、なお一層の研究が待たれる結果と言えよう。 
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